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1― 「所有権」の制限、「公法上の制限」について解説する 

「持ち家を購入するか、それとも賃貸住宅で暮らすか」。この「住まいの選択」に関する問いは、「ど

ちらが得か」といった経済合理性の観点から語られることが多い。実際には損得勘定だけでなく、各

人のライフスタイルや価値観を踏まえた判断が求められるが、そのうえで、住宅に関する法制度を正

しく理解することも欠かせない。そこで本シリーズでは、住宅リテラシーの向上に向けて、知ってお

きたい住宅に関する基本的な権利や制度について解説する。 

初回のレポートでは、持ち家の購入、すなわち不動産の「所有権」を取り上げた。続く第２回・第

３回のレポートでは、「所有権」に対する制限（図表１）のうち、「権利の濫用」と「相隣関係」1につ

いて解説した。 

本稿では、引き続き「所有権」に対する制限のうち、「公法上の制限」について解説したい。 

 

 

 
1渡邊布味子『「持ち家か、賃貸か」。法的視点から「住まい」を考える(3)～「所有権」の制限：「相隣関係」とは何か～』

（ニッセイ基礎研究所、研究員の眼、2025 年 8 月 4 日） 

図表１ 所有権に対する一定の制限 
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内容 根拠条文等

権利の濫用 結果のバランスを欠いたり社会通念に反する権利行使は無効 民法1条3項

相隣関係 隣地との衝突を避けるための取り決め 民法209条から238条

公法上の制限 用途・建築・農地転用などの制限 都市計画法、建築基準法など

共有 単独で変更できず、使用収益も所有割合に応じる 民法251条など

所有者等の管理責任 危険放置などによる損害には賠償責任 民法717条、建築基準法８条など

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82862?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=82862?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/topics_detail2/id=58762?site=nli
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2― 「公法上の制限」 は、「公共の福祉」の増進を目的としている 

憲法第 29条 2項は、財産権を保障するとともに、その権利行使が「公共の福祉」に適合することを

求めている。「公共の福祉」とは、たとえ個人の権利であっても、社会全体の利益や秩序と調和するよ

うに制限されるべきとする考え方である。 

不動産の「所有権」を制限する公法の種類と内容は多岐にわたるが2、本稿ではその中から「都市計

画法」と「建築基準法」にもとづく「用途地域」を取り上げる。これらは、いずれも第 1条において

法の目的が「公共の福祉」に資するものであることを明記している3 4。 

 

3― 「用途地域」は都市の発展や生活の質を守るうえで重要な役割を担う 

不動産の「所有権」に対する「公法上の制限」の一つに、「用途地域」の指定が挙げられる。これは、

住居や店舗、事務所、工場など、同じ用途の建物を一定の区域に集め、互いの生活の快適性や利便性

を高めることを目的としている。「都市計画法」では、用途に応じて地域を 13種類に区分し、それぞ

れについて建築可能な建物の種類を「建築基準法」であらかじめ定めている5。都道府県は、こうした

建築制限を前提に「用途地域」を指定し、区域ごとの土地利用を計画的に管理している（図表２）。 

まず、住居系は 8種類に区分される。主に住宅の建築を中心としながらも、周辺環境に応じて日用

品店や診療所、集合住宅などの建築が制限付きで認められている。具体的には、良好な低層住宅地の

形成を目的とする「第一種低層住居専用地域」と「第二種低層住居専用地域」、中高層住宅の立地を想

定する「第一種中高層住居専用地域」と「第二種中高層住居専用地域」、商業施設との共存を想定する

「第一種住居地域」と「第二種住居地域」、自動車関連施設の立地も可能な「準住居地域」、そして農

業と居住の共存を目的とする「田園住居地域」である。なお、第一種は主要用途を明確に限定してい

るのに対して、第二種は「主に」とされ、用途の制限を緩和している。 

次に、商業系は 2種類に区分される。主に近隣住民向けの店舗を想定する「近隣商業地域」、百貨店

や映画館、大型オフィスビルなどが立地可能な都市中心地となる「商業地域」である。なお、いずれ

の地域でも住宅の建築は可能である。 

続いて、工業系は 3種類に区分される。住宅との共存が可能な軽工業中心の「準工業地域」、幅広い

工場の立地が可能で一部住宅も認められる「工業地域」、住宅や学校などの建築が認められない工業活

動専用の「工業専用地域」である。 

これらの「用途地域」は、それぞれの土地の機能や安全性、周辺環境との調和を図るために設けら

 
2 他にも「国土利用計画法」、「都市再開発法」、「土地収用法」、「土壌汚染対策法」、「文化財保護法」、「農地法」、「道路

法」、「景観法」など、エリアや立地特性に応じて多種多様な法律があげられる。 
3 都市計画法 1 条：「この法律は、都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その他都市計画に関し 

必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を図り、もつて国土の均衡ある発展と公共の福祉の 

増進に寄与することを目的とする。」 
4 建築基準法 1 条：「この法律は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、健康及

び財産の保護を図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。」 

5 都市計画法８条、建築基準法 18 条ほか。参考：東京都「用途地域による建築物の用途制限の概要」 

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/pdf_kanko_area_ree_youto_seigen 

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/toshiseibi/pdf_kanko_area_ree_youto_seigen
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れており、都市の持続的な発展や住民の生活の質を守るうえで重要な役割を担っている。 

 

では、次のような不動産利用を検討した場合、どの「用途地域」で実現可能だろうか。 

＜事例 1＞  

✓ 自宅を建築することになった。あわせて小さな喫茶店を併設したい。 

 

戸建て住宅は、「工業専用地域」を除く 12の「用途地域」で建築可能である。そして、喫茶店、理

髪店・美容院、学習塾等のサービス業店舗は「工業専用地域」を除く 12の「用途地域」で併設するこ

とができる。ただし、用途地域や行政区によってはより細かい制限がある6。 

 

＜事例２＞  

✓ 自宅の戸建てを、民泊として活用したい。 

 

ホテルや旅館を建築できる区域は、「第一種住居地域（3,000 ㎡以下）」、「第二種住居地域」、「準住

居地域」、「近隣商業地域」、「商業地域」、「準工業地域」に限られ、建築段階から厳格に運用されてい

る。しかし、2018年に施行された「住宅宿泊事業法」により、民間の住宅を宿泊施設として活用でき

るようになった。同法を根拠に、「工業専用地域」を除く 12の「用途地域」で民泊の運営が可能であ

る。ただし、民泊は区市町村の条例で制限が課される場合があり、当然その内容を遵守する必要があ

る7。 

 
6 「第一種低層住居専用地域」に建築できるのは、一般的に店舗の面積が 50 ㎡以下かつ全体の面積が半分以下である場合

である。また、田園住居地域では 2 階以下の農家レストラン等である必要がある。 
7 民泊運営の枠組みには、届け出制の住宅宿泊事業法（営業日数が年間 180 日以内との制限）と、許可制の旅館業法（営業

日数の制限なし）、特区民泊（営業日数の制限ないが条件がある場合がある）の 3 つがある。また、行政区によっては別

途制限がある場合がある。 

図表２ 用途地域 
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建築基準法

用途地域名 想定する主要な建物など 建てられる建築物の例

第一種低層住居専用地域 低層住宅 低層住宅、小規模な店舗・事務所を兼ねた住宅や小中学校など

第二種低層住居専用地域 主に低層住宅 低層住宅、小中学校などのほか、150㎡までの一定の店舗など

第一種中高層住居専用地域 中高層住宅 低層住宅、中高層住宅、病院、大学、500㎡までの一定の店舗など

第二種中高層住居専用地域 主に中高層住宅
低層住宅、中高層住宅、病院、大学などのほか、1500㎡までの

一定の店舗や事務所

第一種住居地域 住宅の環境を守る 低層住宅、中高層住宅、3,000㎡までの店舗、事務所、ホテルなど

第二種住居地域 主に住宅の環境を守る 低層住宅、中高層住宅、店舗、事務所、ホテル、小規模のカラオケなど

準住居地域
道路沿道の自動車関連施設

などと住宅環境の調和

低層住宅、中高層住宅、一定規模以上のカラオケ、パチンコ、劇場など、

ただし危険物を扱う工場、可燃物を保管する工場などは建てられない

田園住居地域 農業と調和した低層住宅 住宅、農産物の直売所など

近隣商業地域 日用品を売る店舗 住宅のほか、近隣住民が買い物をする店舗、小規模の工場など

商業地域 大規模商業施設 銀行、映画館、飲食店、百貨店のほか、住宅、小規模の工場など

準工業地域 軽工業の工場、サービス施設 危険物を扱う工場、可燃物を保管する工場などは建てられない

工業地域 工場
すべての工場のほか、住宅、店舗も建てられる。学校、病院、ホテルなどは

建てられない

工業専用地域 工場 すべての工場。住宅、店舗、学校、病院、ホテルなどは建てられない

住居系

商業系

工業系

都市計画法
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4― 「公法上の制限」は、社会の安全や快適な生活環境を守るための社会ルール 

不動産の「所有権」に対する「公法上の制限」の１つに、「用途地域」の指定が挙げられる。「用途

地域」は 13種類あり、それぞれの土地の機能や安全性、周辺環境との調和を図ることで、都市の持続

的な発展や住民の生活の質を守るうえで重要な役割を担っている。「公法上の制限」は、「公共の福祉」

を増進することを目的として、社会全体の安全や快適な生活環境を守るためのルールであり、「不動産」

の所有者は、これらのルールを遵守することが求められる。 

次回は、「所有権」の制限のうち、「共有」について述べることとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 

また、本資料は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


